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可 決可 決
要旨 ･･･��成年後見制度の利用の促進に関する法律の規定に基づき、合議制の機関である花巻市成年後見制度利用

促進会議を設置しようとするもの。

質　疑

○質問･･･�成年後見制度の利用促進に関する調査および審議を通し、議決をもって進めるとしているが、どのような内容
が議決の対象となるのか伺う。

　答弁･･･�具体的な内容については検討段階である。今回、条例の名称を審議会ではなく促進会議としたことには、幅広
い意見をいただきながら進めるということで、議決事項については今後のこととなる。

可 決可 決花巻市介護保険条例の一部を改正する条例

要旨 ･･･�新型コロナウイルス感染症の影響により、一定程度収入が減少した被保険者の納期限が到来する令和 4
年度分の介護保険料の減免の申請期限を、令和 5年 3月 31日までとするもの。

質　疑

○質問･･･減免申請の実績を伺う。
　答弁･･･�令和2年度は29人で171万3,500円、令和3年度は1人で4万8,300円である。

○質問･･･�国で定めている申請対象は、前年度に対して10分の3の減収が基準となっているが、自治体の裁量で緩和する
ことはできないか伺う。

　答弁･･･�市独自で緩和することができるか、改めて確認する。

質　疑

【住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業】
○質問･･･�給付金の対象として、令和4年1月以降に家計が急変した世帯が追加されているが、家計急変の判断と内容に

ついて伺う。
　答弁･･･�対象世帯からの申請に基づき、1カ月の収入状況を年で換算し、その金額が非課税の収入であれば給付の対

象となる。失業や自営業で事業の継続が困難になった場合などが想定される。

○質問･･･�申請に対する所得の減少を証明する書類にはどのようなものが必要になるか。また、1年のうちの1カ月だ
け所得が減少した場合であっても、給付の対象となるのか伺う。

　答弁･･･�売上等を示す資料などを添付していただくことになる。国の示す基準によると1カ月の所得減少であっても
給付の対象となる。

議案審議

花巻市成年後見制度利用促進会議条例

花巻市国民保護計画の変更の報告について 報 告報 告
要旨 ･･･�国民の保護に関する基本方針および岩手県国民保護計画の変更に伴い、花巻市国民保護計画を変更した

もの。

○質問･･･�花巻市国民保護計画には、県内を核燃料物資の輸送車両が通行することによる周辺への影響等について記載
されているが、これまでに、輸送車両の通過があったのか実態を伺う。

　答弁･･･�そのような報告等は、今までに受けたことはない。

○質問･･･�国民保護計画があることを市民に周知する必要があると思う。また、計画に消防団の役割も載っているが、講
習会などの開催について伺う。

　答弁･･･�消防団の幹部や自主防災組織の役員の方々の会合での提供、市のホームページや広報はなまきでお知らせを
するなど、必要な範囲内で実行していきたい。

令和４年度一般会計補正予算（第５号） 可 決可 決
要旨 ･･･��補正予算額は 2億 5,782万 2千円。主な歳入は国庫支出金が 1億 1,000万円、財産収入が 1億 700万円。

歳出は、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業に 1億 1,000万円、中小企業持続支援事業に 2,763
万 2千円、公共交通事業者緊急対策事業に 244万円、観光・物産事業者等緊急対策事業に 360万円、
まちづくり基金積立金に 1億 700万円など。歳入歳出の総額を 511億 6,422万 6千円とするもの。

議案審議
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請　　願 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 採 択

意見書案 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 可 決

請　　願　 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元を求めることについて

意見書案 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元を求める意見書

〇は賛成、●は反対。議長は表決に加わりません。

賛否が分かれた議案等の審議結果

質　疑


